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事 業 名 対象事業、事後評価項目及び内容

砂防等事業 対象事業：
（国土交通省） 砂防事業、急傾斜地崩壊対策事業、地すべり対策事業

事後評価項目及び内容：
①事業の効果

・土砂災害発生の状況
・土砂流出等による被害軽減効果
・社会情勢の変化を含めた費用対効果の検証

②事業の環境面への配慮及び事業による環境の変化
・動植物への配慮と実施後の状況
・景観に対する配慮と実施後の状況

③事業を巡る社会経済状況等の変化
・保全対象人家戸数や土地利用状況の変化
・公共・公益施設等の変化

④県民の意見
・安全安心の向上からの満足度

⑤今後の課題等
・事業実施後の課題と対応策

、 、※各事後評価項目の内容については 既存資料を活用する事とし
環境の変化・県民意見については、地域住民の聴き取り調査の
範囲のとどめるものとする。

港湾事業 対象事業：
（国土交通省） 港湾改修事業、港湾環境整備事業

事後評価項目及び内容：
①事業の効果

・需要（貨物取扱量や利用者など）の量的・質的な変化
・効率性の変化 等による費用対効果の検証

②事業の環境面への配慮及び事業による環境の変化
・環境面への配慮事項とその効果
・事業箇所周辺の環境の変化

③事業を巡る社会経済情勢等の変化
・計画時点からの情勢の変化の把握

④県民の意見
・港湾利用者等の意見の集約(アンケート調査等）

⑤今後の課題等
・事業実施による課題
・改善措置の必要性
・今後の事業への対応方針

海岸事業 対象事業：
（国土交通省） 高潮対策事業、侵食対策事業、海岸環境整備事業

事後評価項目及び内容：
①事業の効果

・被害軽減効果
・利用状況、背後の施設との相乗効果についての評価（主として

海岸環境整備事業を対象とするが、高潮・侵食対策事業でも利
用に配慮して養浜等を行った事業については、この評価も実施
する ）。

②事業の環境面への配慮及び事業による環境の変化
・事業において、環境に配慮した事項、事業の実施による環境の

変化
③事業を巡る社会経済情勢等の変化

・背後の防護対象の変化
・背後の利用状況の変化

④県民の意見
・安全安心の向上からの満足度
・利用に関する満足度（主として海岸環境整備事業を対象とする
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事 業 名 対象事業、事後評価項目及び内容

が、高潮・侵食対策事業でも利用に配慮して養浜等を行った事
業については、この評価も実施する ）。

⑤今後の課題等
・事業実施上の問題点
・今後実施する事業への留意事項

農業農村整備事 対象事業：
業 ①農地開発事業
（農林水産省） ②ほ場整備事業、土地改良総合整備事業、畑地帯総合整備事業等

③かんがい排水事業、湛水防除事業、防災ダム事業、ため池等整備
漁港漁村整備事 事業（土砂崩壊防止、用排水施設整備、河川応急）
業 ④ため池等整備事業（老朽ため池整備）
漁港海岸事業 ⑤海岸保全施設整備事業
沿岸漁場整備開 ⑥一般農道、農林漁業用揮発油税財源身替農道、ふるさと農道、広
発事業 域農道整備事業
（水産庁） ⑦水環境整備事業中山間地域総合整備事業農村総合整備事業他, ,

⑧漁港漁村整備事業、漁港海岸整備事業
⑨沿岸漁場整備開発事業

事後評価項目及び内容：
①事業の効果

○直接的効果
・費用対効果分析

公共事業評価システムによる効果の算出。これにより難い場
合は、計画時の算出方法で行うこともやむを得ないものとす
る。

・費用対効果分析以外の定量化（金額換算）できない効果
アンケートや市町村等からの聞き取り調査結果による。

○間接的効果
・波及的効果
・事業実施により、間接的に生じたと考えられる効果。
・地域の状況の調査及びアンケートや市町村等からの聴き取り
調査結果による。

②事業の環境面への配慮及び事業による環境の変化
・環境面への配慮
・事業実施中に配慮した事項
・環境の変化
・現在の状況

現地の調査とアンケートや市町村等からの聴き取り調査結果
による。

③事業を巡る社会経済情勢等の変化
・計画時と現在の社会状況の変化

統計情報やその他統計資料により状況の変化を分析
・事業実施による変化

アンケートや市町村等からの聴き取り調査結果による。
④事業により整備された施設の管理状況

・現在の管理主体からの聴き取りとアンケートや市町村等からの
聴き取り調査結果による。

⑤今後の課題等
・事業実施による課題と留意点

アンケートや市町村等からの聴き取り調査により、課題を挙げ
る。

・課題への対応方針（改善措置）
改善措置の必要性や更なる効果増進のための提案等。
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治山事業 対象事業：
（林野庁） 治山事業

事後評価項目及び内容：
①事業の効果

○直接的効果
・事業効果

事業効果の公共事業評価システムによる費用対効果分析算定
及び効果の説明（費用対効果分析書）

・土砂、流木の補足量
任意に抽出した施設について、災害時における土砂、流木等
の補足量（図面、写真等）

・人家、農地、道路等の被害軽減効果
保全が期待される人家、農地、道路等の保全状況（図面、写
真等）

・安全・安心な生活の確保
山地災害危険地区着手率（着手率）

・多面的機能の向上
保健休養機能の向上（アンケート調査）

・施設の利用状況
施設の利用者数（アンケート調査及び新聞記事、写真等）

・事業コストの縮減
コスト縮減率、縮減内容（コスト縮減率、縮減内容）

○間接的効果
・地域交流の促進

イベント等の活用実績（写真等）
・都市部との交流

観光施設としての活用実績（写真等）
観光動態の変化（統計資料）

②事業の環境面への配慮及び事業による環境の変化
・環境への配慮事項

事業実施に於いて環境に配慮した事項（騒音、大気、振動、
動物、植物、生態系、水質、地形、景観、リサイクル、廃棄
物等 （図面、写真等））

・環境への影響
事業実施による環境の変化を比較検証する（写真等）

・事業を巡る社会経済情勢等の変化
地域社会経済の動向
山村の人口の動向（統計資料、アンケート調査）

・地域農林業の動向
農山村地区の総生産の動向（統計資料、アンケート調査）

④県民の意見
・住民参加・協働状況及び効果

計画段階、事業中、事業完成後の住民参加状況及び効果（アン
ケート調査、写真、新聞記事等）

・満足度
利用者、地域住民の満足度（アンケート調査等）

・提案・意見
利用者、地域住民の満足度（アンケート調査、意見書、聴き取
り調査等）

⑤今後の課題等
・事業実施による課題・留意点

課題・留意点の有無とその理由
・課題への対応方針

新規事業に適用すべき事項とその理由
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森林整備事業 対象事業：
（林野庁） 林道事業

事後評価項目及び内容
①事業の効果

・費用対効果（費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化）
・林業生産性の向上（作業方法・コスト）
・水道水源の状況（水量）
・関連施設の利用状況変化
・通行量の状況
・採択時に想定されなかった効果

②事業の環境面への配慮及び事業による環境の変化
・自然環境に与える影響
・林業従事者の就労条件の改善（到達時間）
・山村地域の生活環境の改善（一般交通利用）
・代替機能（バイパス、迂回路）
・森林整備に対する取組の変化（森林整備量の変化）
・地元住民の理解・協力の度合い

③事業を巡る社会経済情勢等の変化
・周辺集落の人口の動向
・森林・木材産業を巡る情勢の変化
・林道周辺新規施設等整備状況（林業用、森林利用）

④県民の意見
・森林所有者・林業関係者の意見
・地域住民等の意見

⑤林道の管理状況
・林道の維持管理（道路状況・維持管理費）
・災害の発生状況（被害状況・復旧事業費）

⑥今後の課題等
・課題・留意点の有無とその理由
・課題への対応方針
・今後の事業に適用すべき事項とその理由

＊現時点で事後評価対象外若しくは検討中としている事業

県土整備部所管
・都市公園事業
・土地区画整理事業
・下水道事業
・市街地再開発事業
・公営住宅整備事業
・住宅宅地関連公共施設整備促進事業

環境部所管
・水道事業（企業庁）

企業庁所管
・工業用水道

市町村等所管事業


